
1月臨時会・2月定例会の
審議結果

に
あ
っ
て
、
改
革
の
旗
振
り
役
で
あ
る
政
治
家
自
ら

が
そ
の
努
力
を
最
初
に
す
べ
き
で
あ
る
。

２　

地
方
議
会
は
、
直
接
民
主
制
を
ベ
ー
ス
と
す
る
二

元
代
表
制
を
堅
持
し
つ
つ
、
少
数
精
鋭
に
よ
る
プ
ロ

意
識
を
持
っ
た
議
会
運
営
を
目
指
す
べ
き
で
あ
る
。

【
市
会
運
営
委
員
会
で
委
員
か
ら
出
さ
れ
た
主
な

　
意
見
】

１　

市
会
で
は
、
平
成
16
年
か
ら
現
在
ま
で
、
４

次
に
わ
た
る
議
会
改
革
の
検
討
委
員
会
を
設
置

し
、
議
会
自
ら
が
時
代
の
ニ
ー
ズ
に
合
わ
せ
て
議

員
特
権
の
廃
止
な
ど
改
革
を
行
い
、
多
く
の
成
果

を
あ
げ
て
き
た
。
現
在
も
、
市
会
改
革
推
進
委
員

会
で
議
員
自
身
の
処
遇
に
関
わ
る
問
題
も
含
め
引

き
続
き
議
論
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
議
員
定

数
に
つ
い
て
も
、
こ
の
直
接
請
求
に
関
わ
ら
ず
、

２
月
に
発
表
さ
れ
る
国
勢
調
査
速
報
集
計
な
ど
を

踏
ま
え
議
論
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
が
、
短
期
間

で
結
論
を
出
す
こ
と
は
拙
速
で
あ
り
、
二
元
代
表

制
と
し
て
議
会
が
果
た
す
べ
き
役
割
、
権
能
も
議

論
し
つ
つ
、
十
分
時
間
を
掛
け
て
検
討
し
て
い
く

べ
き
も
の
で
あ
る
。

２　

議
員
定
数
削
減
は
、
行
財
政
改
革
と
し
て
の
問
題

で
は
な
く
、
多
様
な
民
意
の
汲
み
上
げ
と
い
う
議
会

の
根
幹
に
関
わ
る
問
題
で
あ
る
。
少
数
精
鋭
で
は
、

結
局
は
監
視
機
能
が
弱
ま
っ
て
し
ま
う
。
議
会
と
し

て
し
っ
か
り
議
論
で
き
る
数
に
つ
い
て
、
市
民
と
も

共
有
し
な
が
ら
検
討
す
べ
き
で
あ
る
。

３　

平
成
13
年
度
に
設
置
し
た
議
員
定
数
等
特
別

委
員
会
で
１
年
間
議
論
を
重
ね
、
１
票
の
格
差

は
最
大
1.54
倍
ま
で
是
正
さ
れ
て
い
る
。
現
在
で

も
最
大
1.54
倍
で
あ
り
、
市
民
の
理
解
は
得
ら
れ

て
い
る
も
の
と
考
え
る
。

４　

公
平
な
選
挙
を
実
現
す
る
た
め
、
削
減
あ
り
き

で
は
な
く
、
定
数
減
を
伴
わ
な
い
増
減
調
整
や
定

数
増
に
よ
る
格
差
是
正
も
考
え
る
べ
き
で
あ
る
。

５　

比
較
に
当
た
り
有
権
者
数
を
用
い
て
い
る
が
、

地
方
自
治
法
は
人
口
に
応
じ
て
上
限
を
定
め
て
お

り
、
ま
た
、
議
員
は
、
有
権
者
で
な
い
子
供
た
ち

や
外
国
籍
市
民
、
観
光
客
な
ど
に
対
し
て
も
そ
の

責
務
を
果
た
し
て
い
る
こ
と
か
ら
適
当
で
な
い
。

６　

19
指
定
都
市
の
う
ち
、
議
員
一
人
当
た
り
の

人
口
は
９
番
目
で
あ
り
、
他
都
市
に
比
べ
て
も
大

幅
に
多
い
と
の
指
摘
は
当
た
ら
な
い
。
自
治
体
の

成
り
立
ち
も
異
な
り
、
単
純
な
比
較
も
適
切
で
は

な
い
。

（7）

件　　　　　　　　　　　　名
審議結果

[可決した市長提
出議案の付帯決議

３面参照]

会　派　名
自
民
党

共
産
党

民
主
･
都

公
明
党

直接請求議案
（1月臨時会） 市会議員の定数及び各選挙区において選挙すべき市会議員の数に関する条例の一部改正の請求 否　　決 × × × ×

２3　年　度
予 算 案

特別会計（母子寡婦福祉資金貸付事業、地域水道、京北地域水道、特定環境保全公共下水道、中央卸売市場第一市場、中央卸売
市場第二市場・と畜場、農業集落排水事業、雇用対策事業、土地区画整理事業、土地取得、基金、市公債、市立病院機構病院事
業債）、公営企業会計（水道事業、公共下水道事業、高速鉄道事業） 可　　決

○ ○ ○ ○

一般会計、特別会計（国民健康保険事業、介護保険事業、後期高齢者医療、駐車場事業）、公営企業会計（自動車運送事業） ○ × ○ ○

２2　年　度
補正予算案

一般会計、特別会計（国民健康保険事業、介護保険事業、地域水道、京北地域水道、特定環境保全公共下水道、中央卸売市場第
二市場・と畜場、駐車場事業、土地取得、基金、市公債）、 公営企業会計（公共下水道事業）

可　　決

○ ○ ○ ○

公営企業会計（病院事業） ○ × ○ ○

条 例
制 定 案

犯罪被害者等支援条例、子どもを共に育む京都市民憲章の実践の推進に関する条例、地方独立行政法人京都市立病院機構に職員
を引き継ぐ京都市の内部組織を定める条例、住民生活に光をそそぐ基金条例

可　　決

○ ○ ○ ○

公立大学法人京都市立芸術大学評価委員会条例 ○ × ○ ○

条 例
改 正 案

廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例、産業廃棄物の不適正な処理の防止等に関する条例、職員の定年等に関する条例、公益的
法人等への職員の派遣等に関する条例、外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例、職員の公務災害等
に係る休業補償等の特例に関する条例、報酬及び費用弁償条例、職員給与条例、職員退職手当支給条例、特別会計条例、個人情報保
護条例、情報公開条例、区役所の名称及び位置に関する条例、衛生関係手数料条例、福祉事務所設置条例、保育所条例、児童福祉セン
ター条例、知的障害者授産施設条例、若杉学園条例、身体障害者リハビリテーションセンター条例、身体障害者授産施設条例、知的障
害者福祉工場条例、保健所条例、駐車場条例、京都都市計画（京都国際文化観光都市建設計画）都市計画事業上鳥羽南部地区土地区
画整理事業施行規程等、都市公園条例、消防団員等公務災害等補償条例、教職員の給与等に関する条例、動物園条例、社会福祉奨学
基金条例、地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例

可　　決

○ ○ ○ ○

職員定数条例、中央卸売市場業務条例、国民健康保険条例、大宮交通公園条例、道路附属物自転車等駐車場条例、自転車等駐車
場条例、職員の給与の額の特例に関する条例、教職員の給与の額の特例に関する条例 ○ × ○ ○

条 例
廃 止 案

基本計画審議会条例、市立病院准看護師奨学資金の返還の債務の免除に関する条例

可　　決

○ ○ ○ ○

市立芸術大学条例 ○ × ○ ○

そ の 他 の
議 案

指定管理者の指定（文化市民局関係 11件、保健福祉局関係 3件、消防局関係 1件）、不動産の出えん、包括外部監査契約の締結、市立
神川中学校増築工事請負契約の締結、北河原市営住宅増築工事請負契約の変更、市道路線の認定、市道路線の廃止、辺地に係る総合
整備計画（左京区花脊北部地域）の変更、辺地に係る総合整備計画（左京区久多地域）の変更

可　　決

○ ○ ○ ○

指定管理者の指定（文化市民局関係 4件）、公立大学法人京都市立芸術大学定款の制定、市道高速道路２号線（斜久世橋区間）新設工
事委託契約の変更、市道高速道路２号線（斜久世橋区間）新設工事（道路附属物設置工事）委託契約の変更 ○ × ○ ○

議 員 提 出
議 案

市会議員の議員報酬の額の特例に関する条例の一部改正、市会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当の支給に関する条例の一部
改正、京都市会情報公開条例及び京都市情報公開・個人情報保護審査会条例の一部改正、公共交通機関のバリアフリー化の更なる推
進を求める意見書、若者の雇用対策の更なる充実を求める意見書、我が国の農業振興に関する意見書 可　　決

[意見書
下欄参照]

○ ○ ○ ○

国民健康保険制度の抜本的改革と国民健康保険に対する財政措置の拡充を求める意見書 ○ × ○ ○

雇用対策の抜本的強化と就職難打開を求める意見書、市町村国民健康保険に対する国庫負担の増額を求める意見書 否　　決 × ○ × ×

（6）

1月臨時会で審議した市長提出議案１件と２月定例会で審議した市長提出議案112件、議員提出議案9件の           
審議結果は、次のとおりです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （○＝賛成、×＝反対）

自民党＝自由民主党京都市会議員団（22人）　共産党＝日本共産党京都市会議員団（19人）
民主･都＝民主・都みらい京都市会議員団（14人）　公明党＝公明党京都市会議員団（12人）（　）内は3月15日現在の議員数

意
見
書〔
全
文
〕

２
月
定
例
会
で
は
、
意
見
書
４
件
（
い
ず
れ

も
国
へ
の
要
望
）
を
可
決
し
、
内
閣
総
理
大
臣

な
ど
、
関
係
機
関
に
提
出
し
ま
し
た
。
（
審
議

結
果
は
上
記
参
照
。
）

公
共
交
通
機
関
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
の
更
な

る
推
進
を
求
め
る
意
見
書

本
格
的
な
高
齢
社
会
を
迎
え
た
こ
と
で
、
高
齢
者

が
安
心
し
て
生
活
を
送
り
な
が
ら
、
社
会
・
経
済
活

動
に
も
積
極
的
に
参
加
で
き
る
社
会
の
構
築
が
ま

す
ま
す
求
め
ら
れ
て
い
る
。
ま
た
、
障
害
者
が
必
要

な
サ
ー
ビ
ス
を
享
受
し
な
が
ら
、
自
立
し
、
安
心
し

て
暮
ら
す
た
め
に
も
公
共
施
設
等
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
が
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
。

政
府
は
、
こ
れ
ま
で
平
成
18
年
制
定
の
「
バ
リ

ア
フ
リ
ー
新
法
」
に
基
づ
き
、
１
日
の
平
均
利
用

者
数
が
５
０
０
０
人
以
上
の
鉄
道
駅
や
バ
ス
タ
ー

ミ
ナ
ル
等
に
つ
い
て
、
平
成
22
年
ま
で
に
全
て
バ

リ
ア
フ
リ
ー
化
す
る
こ
と
を
目
標
に
取
組
を
進
め

て
き
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
例
え
ば
鉄
道
駅
の

バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
の
進
捗
率
は
、
段
差
の
解
消

で
は
約
77
パ
ー
セ
ン
ト
（
平
成
22
年
３
月
末

現
在
）
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。
平
成
23
年
度
以

降
、
３
０
０
０
人
以
上
へ
と
基
準
が
引
き
下
げ
ら

れ
、
新
た
な
地
域
鉄
道
駅
も
対
象
に
加
わ
る
こ
と

が
見
込
ま
れ
る
。

よ
っ
て
国
に
お
か
れ
て
は
、
地
方
公
共
団
体
、

事
業
者
の
連
携
強
化
を
図
り
つ
つ
、
地
域
の
ニ
ー

ズ
に
対
応
し
た
公
共
交
通
機
関
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
を
更
に
推
進
す
る
よ
う
、
以
下
の
項
目
の
実
施

を
強
く
求
め
る
。

記

１　

未
整
備
の
い
わ
ゆ
る
整
備
困
難
駅
に
対
し
、

よ
り
実
効
性
の
あ
る
き
め
細
か
い
財
政
支
援
を

行
う
こ
と
。

２　

地
方
公
共
団
体
の
財
政
状
況
及
び
地
域
鉄
道

の
経
営
状
況
に
配
慮
し
、
補
助
等
の
支
援
措
置

を
充
実
す
る
こ
と
。

３　

特
に
、
鉄
道
駅
の
ホ
ー
ム
に
お
け
る
転
落
防

止
効
果
が
期
待
さ
れ
る
ホ
ー
ム
ド
ア
（
可
動
式

ホ
ー
ム
柵
）
設
置
に
関
す
る
補
助
を
充
実
す
る

こ
と
。

４　

身
体
障
害
者
や
要
介
護
者
な
ど
移
動
制
約
者

の
福
祉
輸
送
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
福
祉
タ
ク

シ
ー
や
ノ
ン
ス
テ
ッ
プ
バ
ス
の
普
及
に
努
め
る

こ
と
。

若
者
の
雇
用
対
策
の
更
な
る
充
実
を
求
め
る

意
見
書

　

今
春
卒
業
見
込
み
の
大
学
生
の
就
職
内
定
率
は
、

昨
年
12
月
１
日
時
点
で
68.8
パ
ー
セ
ン
ト
に
と
ど

ま
り
、
調
査
を
開
始
し
た
１
９
９
６
年
以
降
で
最

悪
と
な
っ
た
。
日
本
の
将
来
を
担
う
べ
き
若
者
の

人
生
に
と
っ
て
厳
し
い
問
題
で
あ
り
、
経
済
・
社

会
の
活
力
低
下
と
い
う
点
か
ら
見
て
も
、
大
変
憂

慮
す
べ
き
事
態
で
あ
る
。

　

景
気
低
迷
が
長
引
く
中
、
大
企
業
が
採
用
を
絞

り
込
ん
で
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
学
生
は
大
企

業
志
向
が
高
く
、
一
方
、
採
用
意
欲
が
高
い
中
小

企
業
に
は
人
材
が
集
ま
ら
な
い
と
い
っ
た
、
い
わ

ゆ
る
雇
用
の
ミ
ス
マ
ッ
チ
（
不
適
合
）
が
就
職
内

定
率
低
下
の
要
因
の
一
つ
と
考
え
ら
れ
る
。
政
府

は
、
こ
う
し
た
事
態
を
深
刻
に
受
け
止
め
、
今
こ

そ
若
者
の
雇
用
対
策
を
更
に
充
実
さ
せ
る
べ
き
で

あ
る
。

　

特
に
、
都
市
部
で
暮
ら
す
学
生
が
地
方
の
企
業

情
報
を
求
め
て
も
、
地
方
に
所
在
す
る
多
く
の
中

小
企
業
は
資
金
的
余
裕
が
な
い
な
ど
の
理
由
で
事

業
内
容
や
採
用
情
報
な
ど
を
提
供
で
き
て
お
ら
ず
、

都
市
と
地
方
の
雇
用
情
報
の
格
差
が
指
摘
さ
れ
て

い
る
。
若
者
の
雇
用
確
保
と
地
元
企
業
の
活
性
化

の
た
め
に
も
、
自
治
体
が
行
う
、
中
小
企
業
と
学

生
を
つ
な
ぐ
「
マ
ッ
チ
ン
グ
事
業
」
に
積
極
的
な

支
援
が
必
要
と
考
え
る
。

　

よ
っ
て
国
に
お
か
れ
て
は
、
雇
用
ミ
ス
マ
ッ
チ

の
解
消
を
は
じ
め
と
す
る
若
者
の
雇
用
対
策
を
充

実
さ
せ
る
た
め
、
以
下
の
項
目
を
早
急
に
決
定
・

実
施
す
る
よ
う
強
く
求
め
る
。

記

１　

人
材
を
求
め
る
地
方
の
中
小
企
業
と
学
生
を

つ
な
ぐ
た
め
の
「
マ
ッ
チ
ン
グ
事
業
」
を
、
自

治
体
が
積
極
的
に
取
り
組
め
る
よ
う
、
支
援
す

る
こ
と
。

２　

都
市
と
地
方
の
就
職
活
動
費
用
の
格
差
を
是

正
す
る
と
と
も
に
、
ど
こ
で
も
情
報
を
収
集
で

き
る
よ
う
、
就
活
ナ
ビ
サ
イ
ト
の
整
備
等
を
通

じ
て
、
地
域
雇
用
の
情
報
格
差
を
解
消
す
る
こ

と
。

国
民
健
康
保
険
制
度
の
抜
本
的
改
革
と
国
民

健
康
保
険
に
対
す
る
財
政
措
置
の
拡
充
を
求

め
る
意
見
書

　

国
民
健
康
保
険
制
度
は
、
低
所
得
者
や
高
齢
者

の
加
入
割
合
が
高
く
、
財
政
基
盤
が
ぜ
い
弱
で
あ

る
と
い
う
構
造
的
問
題
を
抱
え
て
お
り
、
本
市
の

国
民
健
康
保
険
事
業
は
、
平
成
21
年
度
末
で
80
億

円
も
の
巨
額
の
累
積
赤
字
を
抱
え
る
危
機
的
な
状

況
に
あ
る
。
そ
の
中
で
、
本
市
の
非
常
に
厳
し
い

財
政
状
況
の
下
、
平
成
23
年
度
は
、
一
般
会
計
か

ら
、
77
億
円
も
の
巨
額
の
財
政
支
援
を
行
い
、
総

額
148
億
円
を
繰
り
入
れ
る
こ
と
と
し
て
い
る
が
、

景
気
の
悪
化
に
よ
り
市
民
生
活
は
大
変
厳
し
い
状

況
に
あ
り
、
被
保
険
者
の
負
担
は
限
界
に
達
し
つ

つ
あ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

京
都
市
と
い
う
一
地
方
自
治
体
の
努
力
に
は

限
界
が
あ
り
、
現
行
制
度
の
ま
ま
で
は
、
市
民
の

医
療
を
守
る
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
と
し
て
の
国
民

健
康
保
険
制
度
を
将
来
に
わ
た
っ
て
安
定
的
に
運

営
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
た
め
、
国
に
お
い
て

制
度
の
抜
本
的
改
革
を
行
う
よ
う
、
強
く
要
望
し

て
き
た
が
、
こ
れ
ま
で
実
現
せ
ず
、
も
は
や
一
刻

の
猶
予
も
な
ら
な
い
。

現
在
、
国
に
お
い
て
、
高
齢
者
医
療
制
度
の

見
直
し
に
つ
い
て
検
討
が
行
わ
れ
て
お
り
、
そ
の

最
終
と
り
ま
と
め
が
示
さ
れ
た
が
、
国
民
健
康
保

険
制
度
の
抜
本
的
改
革
に
つ
い
て
は
具
体
的
な
も

の
と
は
な
っ
て
お
ら
ず
、
国
民
健
康
保
険
の
構
造

的
問
題
を
解
決
す
る
道
筋
は
付
い
て
い
な
い
。

国
民
の
医
療
を
保
障
す
る
国
の
責
務
と
し
て
、

被
保
険
者
や
地
方
自
治
体
に
こ
れ
以
上
の
負
担
を

課
さ
な
い
医
療
保
険
制
度
を
速
や
か
に
構
築
す
べ

き
で
あ
る
。
特
に
、
市
町
村
の
国
民
健
康
保
険
は
、

他
の
制
度
と
比
べ
て
被
保
険
者
の
負
担
が
大
き
く
、

被
保
険
者
間
の
負
担
の
公
平
化
を
図
る
た
め
、
全

て
の
国
民
が
加
入
す
る
医
療
保
険
制
度
へ
の
一
本

化
を
実
現
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

よ
っ
て
国
に
お
か
れ
て
は
、
医
療
保
険
制
度

の
抜
本
的
改
革
、
と
り
わ
け
、
全
て
の
国
民
が
加

入
す
る
医
療
保
険
制
度
へ
の
一
本
化
の
早
期
実
現

と
財
政
措
置
の
大
幅
な
拡
充
を
強
く
求
め
る
。

我
が
国
の
農
業
振
興
に
関
す
る
意
見
書

政
府
は
、
昨
年
11
月
９
日
に
「
包
括
的
経
済

連
携
に
関
す
る
基
本
方
針
」
を
閣
議
決
定
し
、
環

太
平
洋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
（
Ｔ
Ｐ
Ｐ
）
協
定
に

つ
い
て
、
そ
の
情
報
収
集
を
進
め
な
が
ら
、
国
内

の
環
境
整
備
を
早
急
に
進
め
る
と
と
も
に
、
関
係

国
と
の
協
議
を
開
始
す
る
こ
と
と
し
た
。

Ｔ
Ｐ
Ｐ
は
、
原
則
と
し
て
全
品
目
の
関
税
を

撤
廃
し
、
ま
た
、
サ
ー
ビ
ス
貿
易
、
政
府
調
達
、

知
的
財
産
、
人
の
移
動
等
を
包
括
的
に
協
定
す
る

も
の
で
あ
り
、
締
結
す
る
と
経
済
・
産
業
に
極
め

て
大
き
な
影
響
が
生
じ
る
も
の
と
想
定
さ
れ
て
い

る
。と

り
わ
け
農
業
分
野
に
お
い
て
は
、
農
林
水
産

省
の
試
算
に
よ
れ
ば
、
米
の
生
産
量
が
90
パ
ー
セ

ン
ト
減
少
し
、
食
料
自
給
率
が
14
パ
ー
セ
ン
ト
ま

で
低
下
す
る
と
さ
れ
て
い
る
。

１
月
臨
時
会
は
、
地
方
自
治
法
の
規
定
に
基
づ

き
、
市
会
議
員
の
定
数
及
び
各
選
挙
区
に
お
い
て
選
挙

す
べ
き
市
会
議
員
の
数
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正

を
求
め
る
住
民
か
ら
の
直
接
請
求
（
有
効
署
名
者
数

３
万
３
千
704
筆
）
を
受
け
て
開
か
れ
た
も
の
で
す
。

議
案
は
、
１
月
24
日
の
本
会
議
で
市
会
運
営
委
員
会

に
付
託
し
、
同
委
員
会
で
請
求
代
表
者
か
ら
条
例
改
正

の
必
要
性
な
ど
意
見
陳
述
が
行
わ
れ
た
う
え
で
審
査
し
、

31
日
の
本
会
議
で
表
決
の
結
果
、
否
決
し
ま
し
た
。

【
条
例
改
正
の
概
要
】

本
市
の
市
会
議
員
の
定
数
に
つ
い
て
、
現
行
の
「
69

人
」
か
ら
９
人
削
減
し
「
60
人
」
に
改
め
、
各
選
挙
区

に
お
い
て
選
挙
す
べ
き
市
会
議
員
の
数
を
、
北
、
上

京
、
中
京
、
下
京
、
南
、
右
京
、
伏
見
の
各
区
選
挙
区

で
そ
れ
ぞ
れ
１
人
削
減
、
ま
た
左
京
区
選
挙
区
で
２
人

削
減
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
す
。

【
市
長
が
付
け
た
意
見
】

地
方
自
治
法
の
規
定
に
基
づ
き
、
以
下
の
と
お
り
市

長
の
意
見
が
付
さ
れ
、
議
案
と
し
て
市
会
に
提
出
さ
れ

ま
し
た
。

１　

議
員
定
数
の
削
減
に
つ
い
て
は
、
議
会
が
、
立
法

機
能
等
の
議
事
機
関
と
し
て
の
役
割
や
行
政
執
行
の

監
視
機
関
と
し
て
の
役
割
を
十
分
果
た
す
こ
と
が
で

き
る
か
ど
う
か
と
い
う
点
を
基
本
に
据
え
、
十
分
な

議
論
を
経
た
う
え
で
、
総
合
的
な
見
地
か
ら
決
定
さ

れ
る
べ
き
も
の
で
あ
り
、
ま
た
、
そ
の
決
定
は
、
市

民
の
意
思
を
行
政
に
反
映
さ
せ
る
べ
く
市
民
か
ら
直

接
付
託
さ
れ
た
議
会
の
自
己
決
定
が
基
本
で
あ
る
と

考
え
る
。

２　

平
成
14
年
に
、
議
員
提
案
に
よ
る
条
例
の
制
定
に

よ
り
議
員
定
数
を
３
人
削
減
さ
れ
た
際
に
は
、
議
会

に
お
い
て
、
議
会
経
費
の
削
減
、
１
票
の
格
差
の
是

正
等
の
観
点
か
ら
、
徹
底
的
に
議
論
が
な
さ
れ
た
。

３　

右
記
を
踏
ま
え
、
今
回
の
直
接
請
求
に
よ
る
条
例

改
正
案
に
つ
い
て
も
、
議
会
自
ら
が
議
論
を
尽
く
し

た
う
え
で
判
断
さ
れ
る
べ
き
も
の
と
考
え
る
。

【
請
求
代
表
者
が
意
見
陳
述
で
述
べ
た
主
な
意
見
】

地
方
自
治
法
の
規
定
に
基
づ
き
、
１
月
26
日
の
市
会

運
営
委
員
会
に
お
い
て
、
条
例
改
正
の
請
求
代
表
者
に

意
見
を
述
べ
る
機
会
が
与
え
ら
れ
ま
し
た
。
述
べ
ら
れ

た
主
な
意
見
は
以
下
の
と
お
り
で
す
。

１　

議
会
は
行
財
政
改
革
に
対
し
て
議
会
と
し
て
の

改
革
の
範
を
示
す
べ
き
で
あ
る
。
未
曾
有
の
財
政
難

京
都
市
の
農
業
は
、
野
菜
を
中
心
と
し
た
生
産

構
造
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
ど
の
程
度
の
影
響
が
あ

る
の
か
不
明
な
と
こ
ろ
は
あ
る
が
、
経
営
規
模
が

全
国
平
均
を
大
き
く
下
回
る
こ
と
か
ら
、
稲
作
が

主
体
の
中
山
間
地
域
で
は
深
刻
な
影
響
を
受
け
る

こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
。
こ
の
こ
と
で
、
国
土
保
全

な
ど
の
多
面
的
な
公
益
機
能
を
有
す
る
農
地
が
荒

廃
し
、
地
域
社
会
が
崩
壊
す
る
こ
と
は
、
深
刻
な

事
態
で
あ
る
。

よ
っ
て
国
に
お
か
れ
て
は
、
拙
速
に
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に

参
加
す
る
こ
と
な
く
慎
重
に
対
応
す
る
と
と
も
に
、

食
料
自
給
率
向
上
と
、
地
域
ご
と
の
農
業
の
特
性
及

び
農
村
地
域
の
維
持
の
観
点
か
ら
、
実
効
あ
る
具
体

策
を
早
急
に
講
じ
ら
れ
る
よ
う
強
く
要
望
す
る
。

市
会
が
採
択
し
た
請
願

○
教
科
書
の
適
切
な
採
択

お
知
ら
せ

　

３
月
15
日
の
本
会
議
で
、
４
月
29

日
限
り
で
勇
退
す
る
６
人
の
議
員
へ
、

市
長
と
議
長
か
ら
は
な
む
け
の
言
葉

が
贈
ら
れ
、
勇
退
議
員
を
代
表
し
て

田
中
セ
ツ
子
議
員
か
ら
謝
辞
が
述
べ

ら
れ
ま
し
た
。◇

勇
退
議
員
◇

田
中
セ
ツ
子　

（
南　

区
）

巻
野　
　

渡　

（
左
京
区
）

柴
田　

章
喜　

（
左
京
区
）

せ
の
お
直
樹　

（
西
京
区
）

加
地　
　

浩　

（
北　

区
）

木
村　
　

力　

（
中
京
区
）
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